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概要
　本稿は、貿易自由化が環境汚染排出に与える影響について、クールノー型国際複占競争モデル















い。例えば、Liddle（2018）、Managi, Hibiki, and Tsurumi（2009）、Le, Chang, and Park（2016）、そ
してGumilang, Mukhopadhyay, and Thomassin（2011）は、貿易自由化が汚染量減少・増大両方の
結果を示す。一方、Frankel and Rose（2005）、Roy（2017）、そしてCherniwchan（2017）は汚染
量が減少するとの結果を示し、逆にAklin（2016）やLi, Xu, and Yuan（2015）は汚染量が増大す
るという結果を示した。

























較を容易にするため、Beladi and Oladi（2011, Appendix）の分析枠組みを一部特定化したモデル
を採用する。
2.1　企業と市場
　経済には国 1（自国）と国 2（外国）の 2つの国が存在し、各国に 1つの企業が存在している。















する企業 1は自国の市場に財を供給するのに対して、外国企業（企業 2）は国 1に財を輸出して
いると仮定する。両企業は国 1に存在する市場において、生産量を戦略としてシュタッケルベル
グ競争を行っている。
　自国政府は、自国に輸出される企業 2 の生産量 1 単位に対して重量関税 tを課す。本稿では、
重量関税 tの値は外生的なパラメータとして分析を行う。本稿ではBeladi and Oladi（2011）に倣
い、重量関税が t＝0となるときを自由貿易と呼ぶ。
　各企業は労働を生産要素として財を生産している。各社の生産関数は、それぞれ
　　　　　　　　　　　　　　　q1＝Į1 L1, q2＝Į2 L2 （1）
と定義されるとしよう。ただし、Į1とĮ2は生産性を表わすパラメータで、Į1＞0, Į2＞0, Į1≠Į2であ

























　まず、ゲームＡの解を求める。ステージ 2において、企業 2はライバルである企業 1の生産量
を所与として自社の利潤を最大にするように生産量q2を決める。このとき、企業 2の利潤は、ʌ2
－ 14 －
＝{a－q1－q2} q2－ (w /Į2) q2－ tq2である。
　利潤最大化のための 1 階の条件は、ʌ2 / q2＝a－(w /Į2)－t－q1－2q2＝0となる。よって、ス
テージ 2での均衡生産量は、
　　　　　　　　　　　　　　　q2 (q1)＝{a－(w /Į2)－t－q1} /2 （3）
と求められる。
　この生産量を企業 1 の利潤関数に代入して整理すると、ステージ 1 における企業 1 の利潤が　
ʌ1＝ (a－q1－q2) q1－ (w /Į1) q1＝{a＋ (w /Į2)－ (2w /Į1)＋ t－q1} q1 /2と求められる。企業 1にとって
の利潤最大のための 1 階の条件は、ʌ1 / q1＝{a＋ (w /Į2)－ (2w /Į1)＋ t}(1 /2)－q1＝0となる。し
たがって、各企業の均衡生産量は以下のように導出される
　　　　　　　　　　　　　　q＊1＝{a＋ (w /Į2)－ (2w /Į1)＋ t} /2，
　　　　　　　　　　　　　　q＊2＝{a－ (3w /Į2)＋ (2w /Į1)－3t} /4． 
（4）
このとき、各企業の均衡汚染量は、
　　　　　　　　　　　　E＊1＝q＊1 /ȕ1＝{a＋ (w /Į2)－ (2w /Į1)＋ t} /2ȕ1












の利潤は、ʌ1＝{a－q1－q2}q1－ (w /Į1) q1である。
　利潤最大化のための 1 階の条件は、ʌ1 / q1＝a－ (w /Į1)－2q1－q2＝0となる。よって、ステー
ジ 2での均衡生産量は、
　　　　　　　　　　　　　　　q1 (q2)＝{a－ (w /Į1)－q2} /2 （7）
と求められる。
　この生産量を企業 2の利潤関数に代入して整理すると、ステージ 1における企業 2の利潤がʌ2
＝{a－q1－q2}q2－ (w /Į2) q2－ tq2＝{a－ (2w /Į2)＋ (w /Į1)－2t－q2}q2 /2と求められる。そして、企
業 2 にとっての利潤最大のための 1 階の条件は、ʌ2 / q2＝{a－ (2w/Į2)＋ (w /Į1)－2t}(1 /2)－q2
＝0となる。したがって、各企業の均衡生産量は以下のように導出される。
　　　　　　　　　　　　　　　q＊1＝{a＋ (2w /Į2)－ (3w /Į1)＋2t} /4




　　　　　　　　　　　E＊1＝q＊1 /ȕ1＝{a＋ (2w /Į2)－ (3w /Į1)＋2t} /4ȕ1
　　　　　　　　　　　E＊2＝q＊2 /ȕ2＝{a－ (2w /Į2)＋ (w /Į1)－2t} /2ȕ2 
（9）
図 1は、(ȕ1, ȕ2) 平面においてこの結果を図示と求められることから、ゲームＢでの経済全体の均
衡総汚染量は、
　E B＝E＊1＋E＊2＝



















となる。したがって、ȕ2＜ (＞ ) 2ȕ1のとき、dE A / dt＜ (＞ ) 0との結果が求められる。図 1は、(ȕ1, ȕ2) 
平面においてこれらの結果が成り立つ領域を図示している。
　ここで、Beladi and Oladi（2011）における主要帰結を確認しよう。Beladi and Oladi（2011）の（17）
式より、ȕ2＜ (＞ ) 2ȕ1のときに
　　　　　　　　　　　　　　　　　dE g / dt＜ (＞ ) 0
との結果が得られていた。つまり、ȕ2＞2ȕ1のときに関税の減少が汚染の削減をもたらし、自由貿
易（関税のない状態）のときにもっとも総汚染量が小さくなるという帰結が得られていた。
　そのため、図 1 を確認すると容易に理解できるように、ゲームＡではBeladi and Oladi（2011）
の主要帰結と同一のパラメータ領域において、関税の減少が汚染の削減をもたらし、自由貿易
（関税のない状態）がもっとも総汚染量が小さくなることがわかった。逆に、ゲームＢにおいて
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